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Ⅰ はじめに 
 
当委員会は、「より強い、より元気な、より美しい八戸」の実現を目指し、八戸市復興

計画（以下「復興計画」という。）の着実な進行管理を行うため、今年度これまで 4回に

わたり審議を重ねてきた。 

 復興計画では、平成 23年度からの 10ヶ年を、復旧期（2年）、再生期（3年）、創造期

（5年）の 3期に区分して段階的に復興に取り組んでおり、今年度は、創造期の 2年目を

迎えたところである。 

このような中、当委員会では、創造期における復旧・復興の現状や現下の社会経済情

勢を踏まえ、以下に掲げる「Ⅱ 施策展開の方向」及び「Ⅲ 個別の施策・事業に対する

意見」のとおり意見書を取りまとめた。 

当委員会の意見が八戸市の創造的復興に向けた取組の一助となることを期待する。 
 

Ⅱ 施策展開の方向 
 
復興計画全体に関する総括意見 
  
東日本大震災からの復旧・復興については、発災以来これまでの間、被災者並びに被災

事業者への支援はもとより、主要インフラの復旧や、津波避難タワー、津波防災センター、

避難道路・階段等の整備、災害協定の締結、防災教育の推進など、ハード・ソフト両面か

ら、官民挙げて集中的に各種施策に取り組み、各分野において着実に進捗が図られてきた。 

現在は、復興計画における最終段階の創造期に移行しており、北東北における八戸市の

拠点性の向上と災害に強いまちづくりの実現に向け、様々な施策に取り組んでいるところ

である。 

当市が目指す創造的復興は、単なる原状復旧にとどまらない、人口の減少、少子高齢化、

環境問題、地域コミュニティの振興など、現在の日本が抱える諸課題にも対応した、新し

い地域社会の構築を目指すものであることから、今後も次の取組を確実に推進し、計画的

に復興を進めていただきたい。 

1. 「被災者の生活再建」については、新分野・成長分野の企業誘致や起業促進の取組

により、更なる雇用機会の創出を図るとともに、農林水産物の風評被害を払拭する

ため、放射性物質に係る正しい知識・情報の伝達に努めること。 

2. 「地域経済の再興」については、水産物の養殖や輸出拡大、畜産関連産業の更なる

発展や食の八戸ブランドのマーケティング強化に向けて取り組むとともに、各種コ

ンベンションの誘致を促進すること。 

3. 「都市基盤の再建」については、三陸沿岸道路の利用促進やコンテナ航路の誘致に

取り組むとともに、公共交通の利用環境向上の取組を推進すること。 

4. 「防災力の強化」については、民間事業者における事業継続計画（BCP）の策定促進

や津波避難計画の周知徹底、事業所における防災訓練の実施率向上に取り組むとと

もに、市有施設の省エネルギー化や災害ボランティアコーディネーターの育成とス

キルアップを図ること。 

 加えて、復興計画に基づく各分野の取組が順調に進む中で、当市の人口減少や少子高齢

化、労働力確保等の中長期的課題の解決に向け、類似都市との政策比較やビックデータ等

の活用を検討するとともに、各施策を横断的に整理し、重点的に議論していただきたい。 

 併せて、行政の効率化・省力化による住民サービスの向上を図るため、各組織が保有す

る個別データの統合や一元管理に向けた取組を期待する。 
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復興計画に掲げた４つの基本方向ごとの意見 

 

１．「被災者の生活再建」に関する意見 
 
（１）生活支援の充実     （２）住宅確保の支援  

（３）雇用対策の強化     （４）暮らしの安心確保 
  
被災者の生活再建を推進するためには、被災者の視点に立ち、住宅、雇用、健康、環境

等の生活全般にわたって支援の充実を図り、安全・安心を確保していくことが重要である。 

具体的取組として、雇用対策の強化については、更なる雇用機会の創出と地域振興を図

るため、新分野・成長分野の企業誘致や起業促進の取組を推進するとともに、労働力不足

の解消に向け、行政と関連業界が対策を協議し、適切な役割分担のもとで相互に連携して

取り組む必要がある。 

暮らしの安心確保については、農林水産物の風評被害を払拭するため、放射性物質に係

る正しい知識・情報の伝達に努める必要がある。 
 
 

 

２．「地域経済の再興」に関する意見 
 
（１）水産業の再興     （２）農林畜産業の再興   （３）企業活動の再興 

（４）観光・サービス業の再興（５）風評被害の防止 
  
地域経済の再興を推進するためには、観光・サービス業の強化を図るとともに、当市の

特性を活かした産業の形成と企業活動の活性化を図ることが重要である。 

具体的取組として、水産業の再興については、漁獲量が減少傾向にあることから、県内

の水産研究機関等と連携し、養殖事業の可能性について検討を進めるとともに、水産物の

輸出拡大を図るため、ハサップ対応型荷捌き所の稼働率の向上や、全国に先駆けて EUハサ

ップの基準をクリアした生産地である優位性の PRに取り組む必要がある。 

農林畜産業の再興については、畜産関連産業の更なる発展につなげるため、付加価値の

高い加工品の開発に取り組むとともに、年間を通じた食の八戸ブランドのマーケティング

を強化するため、関係団体が一堂に会してイベントの調整や内外への PRについて協議する

必要がある。 

観光・サービス業の再興については、当市への経済波及効果が期待できる各種コンベン

ションの誘致を促進するため、助成制度等の支援策の充実を図るとともに、県とも連携し

た継続的な取組を検討する必要がある。 
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３．「都市基盤の再建」に関する意見 
 
（１）市街地の整備       （２）港湾の整備     （３）海岸・河川の整備 

（４）道路・公園・下水道等の整備（５）公共交通の維持・確保 
  
都市基盤の再建を推進するためには、津波等の災害に強い市街地の整備を進めるととも

に、北東北の国際物流拠点港である八戸港の整備促進や防災機能の強化、国際コンテナ定

期航路の拡充を図ることが重要である。 

具体的取組として、市街地の整備については、災害時の交通の円滑化を図るため、道路

案内標識の増設や、運転者にとって視認性の高い標識の導入を検討するとともに、物流や

観光の活性化を図るため、復興道路である三陸沿岸道路について、早期全線開通に向けた

働きかけを継続し、併せて、そのメリットを最大限に PRする必要がある。 

 港湾の整備については、県産の農水産物の輸出拡大を図るため、台湾・東南アジア航路

のコンテナ航路開設に向けて、官民一体で誘致活動に取り組む必要がある。 

 公共交通の維持・確保については、公共交通の利用環境の向上を図るため、バス乗務員

の接客向上の取組や低床バス車両の導入を推進する必要がある。 
 
 

 

４．「防災力の強化」に関する意見 
 
（１）防災体制の強化 （２）水・エネルギー対策の充実 （３）災害に強い地域づくり 
  
防災力の強化を図るためには、大震災の経験・教訓を踏まえ、市民、行政が一体となっ

た防災体制の強化、更なる節電・省エネルギー対策の推進、市民力を活かした災害に強い

地域づくりを進めていくことが重要である。 

具体的取組として、防災体制の強化については、民間事業者における事業継続計画（BCP）

の策定促進について八戸商工会議所等へ働きかけるとともに、津波避難計画の周知徹底や

避難所標識・誘導標識への海抜表示の推進、事業所における防災訓練の実施率向上に向け

た取組や市民一人ひとりの防災意識の啓発につながる取組の強化に努める必要がある。 

さらに、災害ボランティアの安全・安心を確保するため、活動中に感染症等に罹患した

場合に備え、地域医療機関等と連携し、速やかに治療が受けられる体制を構築する必要が

ある。 

水・エネルギー対策の充実については、市有施設における省エネルギー診断を早期に実

施するとともに、改善提案を踏まえた運用改善や設備改修を進め、省エネルギー化を推進

する必要がある。 

災害に強い地域づくりについては、災害ボランティアコーディネーターは、避難所運営

等において重要な役割を担う人材として期待されることから、市民を対象とした研修会を

実施し、人材の育成と継続的なスキルアップを図る必要がある。 
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Ⅲ 個別の施策・事業に対する意見 

施 策 名 意 見 の 内 容 

１．被災

者の生活

再建 

１－（３） 

雇用対策の強化 

1. 災害公営住宅に入居する被災者に対し、必要に応じて無料職業紹

介事業等の就労支援の活用を働きかける必要がある。 

 2. 更なる雇用機会の創出と地域振興を図るため、防災・災害対応分

野等の新分野・成長分野の企業誘致や起業促進の取組を推進する

必要がある。 

  3. 第一次・第二次産業を中心とした労働力不足の解消に向け、行政

と関連業界が同じ土俵で労働力確保のための対策を協議すると

ともに、適切な役割分担のもとで相互に連携して取り組む必要が

ある。 

 １－（４） 

暮らしの安心確保 

4. 被災地における農林水産物の風評被害を払拭するため、放射性物

質に係る正しい知識・情報の伝達に努める必要がある。 

２．地域

経済の再

興 

２－（１） 

水産業の再興 

5. 青森県の海域特性に合った魚の調査研究、生産技術開発等に取り

組んでいる県内の水産研究機関等と連携し、養殖事業の可能性に

ついて検討を進める必要がある。 

  6. 水産物の輸出拡大を図るため、ハサップ対応型荷捌き所の稼働率

向上に向けた取組を強化する必要がある。 

  7. 2020 年の東京オリンピック開催を控えて食品事業者へのハサッ

プ導入義務化に向けた法改正が進められていることを踏まえ、全

国に先駆けて EU ハサップの基準をクリアした生産地として、そ

の優位性を国内外へ強力に PRをする必要がある。  

 ２－（２） 

農林畜産業の再興 

8. 畜産関連産業の更なる発展につなげるため、付加価値の高い加工

品の開発に取り組む必要がある。 

  9. 木質ペレットの利活用を含めた再生可能エネルギーの利用促進

に向けた市民向けの支援制度を検討する必要がある。 

  10. 年間を通じた食の八戸ブランドのマーケティングを強化するた

め、関連業界や団体と行政が一堂に会してイベントの調整や内外

への PRについて協議する必要がある。 

  11. 農業者が抱えている様々な問題について、第三者を含め、地域が

一体となって分析・検討を行いながら問題解決をサポートする体

制を強化し、就農者への総合的な支援体制の充実を図る必要があ

る。 

 ２－（４） 

観光・サービス業

の再興 

12. 各種コンベンションの誘致を促進するため、積極的な誘致活動と

併せて、助成制度等の支援策の充実を図る必要がある。 

 13. コンベンションの誘致には、全県的な視点からの検討も必要と思

われることから、県とも連携して継続的に取り組む必要がある。 
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施 策 名 意 見 の 内 容 

２．地域

経済の再

興 

２－（４） 

観光・サービス業

の再興 

14. 訪日外国人旅行客の受入体制の充実を図るため、市有施設のみな

らず、公共スペースにおける Wi-Fi環境の整備についても方策を

検討する必要がある。 

３．都市

基盤の再

建 

３－（１） 

市街地の整備 

15. 災害時の交通の円滑化に資する観点から、道路案内標識の増設

や、運転者にとって視認性の高い標識の導入について検討する必

要がある。 

  16. 三陸沿岸道路について、災害時の避難機能や全線無料化等のメリ

ットを最大限に PR し、物流や観光の活性化に向けた利用促進に

取り組む必要がある。 

  17. 中心市街地の空き店舗・空床を解消し、中心市街地の活性化を図

るため、事業系空き物件から居住用物件へのリノベーションに対

する助成制度について検討する必要がある。 

 ３－（２） 

港湾の整備 

18. 県産の農水産物の輸出拡大を図るため、台湾・東南アジア航路の

コンテナ航路開設に向けて、官民一体で誘致活動に取り組む必要

がある。 

 ３－（５） 

公共交通の維持・

確保 

19. バス待合空間としての仮称「マチニワ」の活用が検討されている

ことを踏まえ、中心街表通り（国道 340号）における歩行者の安

全な道路横断の方策や交通マナーの向上策について、関係機関と

協議・検討する必要がある。 

  20. 観光客の公共交通機関の利用に対応した受入体制の充実を図る

ため、バス事業者と連携して乗務員の接客向上の取組を推進する

必要がある。 

  21. 観光客の増加や高齢化社会の進行を踏まえ、利用者に優しい公共

交通を実現するため、今後も低床バス車両の導入を推進する必要

がある。 

４．防災

力の強化 

４－（１） 

防災体制の強化 

22. 民間事業者における事業継続計画（BCP）の策定促進について、

八戸商工会議所等へ働きかける必要がある。 

  23. 津波からの迅速かつ円滑な避難に資するため、津波避難計画の周

知徹底に継続して取り組む必要がある。 

  24. 消防署等と連携し、事業所における防災訓練の実施率向上に向け

た具体的取組を強化する必要がある。 

  25. 防災意識の維持・向上を図るため、避難所標識や誘導標識への海

抜表示を推進する必要がある。 

  26. 震災の風化防止のための広報活動を継続するとともに、各家庭に

おいて避難場所や避難時の心得等を掲示して確認できるマップ

等を配付するなど、市民一人ひとりの防災意識の啓発につながる

取組を強化する必要がある。 
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施 策 名 意 見 の 内 容 

４．防災

力の強化 

４－（１） 

防災体制の強化 

27. 災害ボランティアの安全・安心を確保するため、活動中に感染症

等に罹患した場合に備え、地域医療機関等と連携し、速やかに治

療が受けられる体制を構築する必要がある。 

 ４－（２） 

水・エネルギー対

策の充実 

28. 市有施設における省エネルギー診断を早期に実施するとともに、

改善提案を踏まえた運用改善や設備改修を進め、省エネルギー化

を推進する必要がある。 

 ４－（３） 

災害に強い地域づ

くり 

29. 災害ボランティアコーディネーターは、防災士と同様、避難所運

営等において重要な役割を担う人材として期待されることから、

市民を対象とした研修会を実施し、人材の育成と継続的なスキル

アップを図る必要がある。 
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八戸市復興計画推進市民委員会 委員名簿 

 

                                （五十音順、敬称略） 

役 職 氏 名 所属等 

 池本 伸也 八戸市社会福祉協議会 常務理事 

 葛西 慶信 八戸商工会議所青年部 直前会長 

 川本 菜穂子 災害ボランティアコーディネーター連絡協議会 副会長 

 澤藤 孝之 八戸港振興協会 専務理事 

 鈴木 パティ 連合青森三八地域協議会 事務局長 

副委員長 関  秀廣 八戸工業大学 電気電子システム学科長 教授 

 高畑 紀子 八戸観光コンベンション協会 理事 

 藤村 幸子 公募 

委員長 類家 伸一 
特定非営利活動法人 

循環型社会創造ネットワーク 相談役 

 

 

 

審議経過 

 

委員会 開催日 審議案件 

第 1回 平成 29年 5月 18日（木） ・復興事業現地視察 

第 2回 平成 29年 6月 22日（木） 
・被災者の生活再建について 

・防災力の強化について 

第 3回 平成 29年 7月 28日（金） 
・地域経済の再興について 

・都市基盤の再建について 

第 4回 平成 29年 8月 30日（水） ・意見書の取りまとめについて 

 


